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＋ ＋ かしわ

か し わ 市 議 会 だ よ り

６月定例会の議案をピックアップ	  P.２

質疑並びに一般質問	  P.３

「質疑」と「一般質問」	  P.7

議員選出監査委員を紹介します、など	  P.８

令 和 ８ 年（2026）

議会をもっと知りたくなる情報紙

令和８年第２回定例会号

８ 月 １ 日 発 行

「議会プラスかしわ」は、
「見やすく・わかりやすく・読みやすく」
という３つをプラスしたいという思いを
込めたロゴマークです。

No.
2 5 4

６月定例会では、防災や教育に関連する議案について多くの議論がありました。 

ここではその中から、特に議会が注目する事業を取り上げます。

未来に備え、防災・教育を充実
移動型電源車、柏の葉小グラウンド整備など

６
月
定
例
会

の
流
れ

本会議
　　開会
市長による市政報告、

議案の提出

６
月

３
日

本会議

質疑 並びに 一般質問
提出された議案や市の取組等につい

て、各議員が質問

＼ 24人が登壇 ／

 詳しくは３〜６面へ

６
月

９
日
〜

16
日

本会議
　　閉会
・各委員長による
 委員会の報告

・討論 ➡ 採決

 議決結果は２面へ

24
日

常任委員会

議案や請願を分野

ごとに4つの委員会

に分けて詳しく審査

17日 健康福祉

18日 教育子供

19日 建設経済環境

22日 総務市民

委員会

17
日
〜

22
日
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4
移動型電源車の取得（議案第１３号）

� 事業費4,565万円

Ｑ 実効性のある給電体制確保や、発災時対応のため、
平時からの確認・訓練などはどのように行うのか。

A 導入時には、納入事業者から危機管理部の職員が操作
方法について説明を受ける予定であり、来年度以降は職員
主体による給電訓練を少なくとも年１回実施することで、実
効性のある給電体制を確保していきたいと考えている。

こんな質疑がありました。 総務市民委員会

　災害時、本庁舎が停電した場合においても、災害対策本部や災害現場など電

力が必要な場所へ確実に電力を届けるため、電力供給設備を搭載した車両を取

得するものです。

　田中中学校では、周辺の人口増加に対応するための校舎増築を行っており、

このことと併せて、自校式給食室を別棟で建て替え・整備するものです。
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田中中学校給食棟増築等工事（議案第11号・12号）

（建築工事・機械設備工事）事業費約11億3,575万円

Ｑ 資材の高騰や物資不足の影響で、工事費の範囲内で計画どおりに工事が
完了しない可能性がある点について、どのように考えているか。

A 現時点ではこの金額で工事は可能との認識であるが、今後、経済動向や急激
な物価高騰が生じた場合には、これまで同様に協議を行い、スライド条項 知●＋等
の適用について検討して対応する考えである。

こんな質疑がありました。 教育子供委員会

　柏の葉小学校の児童数増加に伴う校舎増築により、グラウンド規模が縮小す

ることから、新たなグラウンドを整備するための用地を購入するものです。
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柏の葉小学校グラウンド整備事業

（議案第16号補正予算）事業費13億5,500万円

Ｑ 土地の値段は交渉可能か。

A 今回はあくまで予算の計上であり、今後不動産鑑定額を踏まえて最終的に（土
地区画整理事業の施行者である）県と協議し購入を進めていく予定である。

こんな質疑がありました。 教育子供委員会

　緊急時に国道16号から直接出入りが可能となる出入口・進入路を設置するこ

とにより、緊急消防援助隊の救急活動等拠点施設機能を強化するものです。
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大堀川防災レクリエーション公園アクセス道路
築造工事（議案第１０号）　� 事業費１億8,260万円

Ｑ この盛土工事に利用する土砂は再利用土砂だが、汚染などはないのか。

A 各工事において土壌汚染対策法に基づき必要な土壌分析を行い、汚染がな
いことを確認した上で土砂を搬入している。

こんな質疑がありました。本会議

※写真はイメージ

知●＋�スライド条項…賃金水準や物価水準の変動により請負代金額が不適当となった場合に、

受注者からの請求により請負代金額の増額変更を可能とする規定のこと


